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図-1 現在の水防活動に関する情報のフロー 
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図-2 本システムを利用した場合のイメージ 
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  There are some problems in heavy rain disasters. Especially, it is difficult to grasp the damage situation 
at the time of a disaster. It is important to grasp the accurate information quickly and to share the 
information among administrators in times of disaster, in order to operate in real time, during disasters to 
minimize damages. 
  We established an immediate action support system, based on the GIS to operate in real time, during 
disasters. The purpose of this system is to get the accurate information on the disaster situations and to 
display the appropriate measures, for immediate action. This system consists of two parts．One is a 
collecting-information support system and the other is an action support system. 
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1．はじめに 

 

 近年，我が国では各地で豪雨災害が発生し，多くの被

害が生じている1)．こうした豪雨災害によって広域で同

時に大きな被害が発生した場合，行政による状況の把握

が困難なことが多い．このような状況把握の遅れは，後

の対応行動の遅れに繋がり，被害の拡大を招く事になる．

そのため，人的被害を最小限に抑えるためには，すばや

く状況を把握し適切な対応行動をとることが必要となる． 

 水害時における代表的な対応行動には水防活動が挙げ

られ，それに関する現状の情報伝達は，図-1に示すよう

になっている．図-1のように河川を管理する国から水防

警報が発令され，県から市町村へ情報が伝達され，市町

村の指示により水防団が活動を行う．しかし,水防団の

管理は市町村のため，現在のような情報伝達方法では，

河川管理者による水防団の活動状況等の把握が困難と

なっている． 

 そこで，このような問題に対し，本研究では災害時の

状況把握，情報伝達ならびに対応行動を迅速化かつ効率

化することを目的に，市販のGISを利用した情報収集支

援システムと対応行動支援システムの開発を行った．防

災にGISを利用する事例は災害シミュレーションや被害

予測に用いるもの2）や情報収集に用いるもの3）など多数

あるが，本システムは，災害時に集めた情報をGIS上で

表示・解析を行い，解析結果から情報の空白地帯を検索

し，その地域のパトロールを担当する建設企業や水防団，

自主防災組織に指示を出すなどの特徴的な機能を有する

指示誘導型である．このシステムを利用することで，図

-2に示すような情報の流れが形成され，河川管理者によ

る水防活動の把握が可能になると考えている． 

 



 

 

２．災害情報収集システム 

 図-3に開発したシステム全体の構成と各作業の流れを

示す．本研究では，GPS機能搭載の携帯端末を用いて集

めた情報のデータベース化までを災害情報収集システム

（図中①），集めた情報を解析・活用する部分を情報収

集支援システム（図中②）と対応行動支援システム（図

中③）と呼んでいる． 

 

（１）災害情報収集システムの特徴 

 本システムは，洪水や地震などの災害が発生した際に

携帯端末を利用し，GPSにより「位置情報」，携帯付属

のデジタルカメラによる画像を災害の状況を把握するた

めの「画像情報」としてデータベースに自動的に蓄積す

るシステムである（図-4参照）． 

 従来，メールというのはメールサーバーに送信され，

各ユーザーは端末上のメーラー（メール閲覧ソフト）を

利用してサーバーに蓄えられているメールを取りに行き，

メーラー上でメールの内容を読む．通常，メールは誰か

がメーラーを起動し，メールサーバーにメールを読みに

行かなければメールを確認できず，また，添付ファイル

である画像ファイルを展開し，保存することができない． 

本システムで想定している災害時に携帯端末を利用して

情報を取得しようとした場合には，人的操作によりデー

タベースを構築し，地理情報システムで閲覧可能にする

ことは不可能である． 

 そこで，本システムではリアルタイムの情報として送

られてきた情報をメーラーを利用せず，システムがこの

メールを受信すると自動的に内部の欲しい情報（位置，

その地点の画像，発信者，時間，コメント）を抜き出し，

地理情報システム上で表示可能なデータベースとして格

納することを可能とした． 

 以下に本システムの特徴をまとめる． 

 ①携帯端末を利用した情報収集システムである 

 ②既存のメールサーバー （現在UNIXのみ）に容易に

設定可能である 

 ③災害情報として位置と画像が自動的にデータベース

になる 

 ④地理情報システム（GIS）への応用が可能である 

  GIS上では，位置情報によってボタンが表示され，

そのボタンをクリックすると画像情報が表示され

る（図-4参照）． 

 ⑤メールサーバー管理者でなくてもこのシステムを導

入できる 

 

（２）選択式の入力方法 

 本システムでは現場で情報提供者が直接書き込むので

はなく，事前に登録されている項目の中から選択する方

法を採用した．本研究では，情報提供者として河川管理

者の他，地元の建設業者や自主防災組織を想定している．

そのため，「誰でも簡単に情報を送れる」ということが

重要になってくる．そこでコメントはその場で書くので

はなく，図-5の画面例のようにアプリケーションに事前

に組み込んだ項目の中から選べるようにした． 

 この項目の選定には，国土交通省中国地方整備局斐伊

川河川事務所に協力して頂き，実際の水防時の巡視報告

書に基づいて，「亀裂」，「法崩壊」，「洗掘」，「冠

【巡視活動報告】 【水防活動報告】

図-5 入力画面の例 
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図-3 システムの全体構成と流れ 
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図-4 情報収集システムの概要図 



 

 

水」といったキーワードを抽出し，「堤防の異常」，

「高水敷の異常」といった状況別に分類した．図-6にそ

の体系図を示す．また，使用者が自主防災組織などで河

川の専門用語に詳しくない場合も想定し，松江市の2005

年自主防災組織リーダー研修会参加者を対象にアンケー

ト調査4)を行い，分かりづらい用語については表現を変

えるなどの工夫も行っている． 

 なお，このような機能を携帯端末で利用できるように

するために，Javaアプリケーション（機種によっては

Brewアプリケーション）を利用した．GPSによる位置情

報の取得もこのアプリケーションから取得する方法を採

用している． 

 

３．情報収集支援と対応行動支援システム 

 

（１）情報収集支援システム 

 災害発生時，多くの被害情報などが行政機関に送られ

る．しかし，それらの情報はさまざまな属性を持ち，整

理することは容易ではなく，被害状況の把握は困難とい

える．そのような問題に対し，本研究で開発したシステ

ムは収集した情報をGIS Map上で解析し，情報の空白エ

リアを表示することで状況把握を視覚的に助けることが

可能となる．ここで，図-7に情報収集支援システムの作

業の流れを示す． 

 情報空白エリアの設定に関して，本システムでは行政

機関や住民などからよせられる被害情報の位置を図上に

プロットし，各点から情報の有効半径と定義した円バッ

ファを作成する．次に，各点を頂点とした三角網を作成

し，この三角網全体を検索エリアとした地域から円バッ

ファを除いた部分が情報の空白エリアとなる（図-8参

照）．ここで，三角網の形成については，なるべく

「ふっくら」とした三角形を形成する考え方として有限

要素法のメッシュ生成などに利用されているDelaunay三

角形分割5)，6)を採用した．また，円バッファの有効半径

（図-8では仮に500mと設定）や三角網の一辺の最大長に

ついては，今後の課題として検討する必要がある．空白

エリア検索後，空白エリアが存在した場合には，あらか

じめデータベースに登録されたその地区を保守エリアと

する建設企業，または自主防災組織を検索し，該当エリ

アの巡回・情報収集を指示する． 

 

（２）対応行動支援システム 

 次に，本システムでは危険エリアを設定する．危険エ

リアとは，現時点で危険，または数時間後には危険にな

ると予測されるエリアのことである．本研究における危

険エリアの設定方法は２パターンあり，図-9に示すよう

に，ひとつが避難勧告・指示が発令された地区をそのま

ま危険エリアとする方法である．もうひとつが取得した

被害情報から危険エリアを設定する方法である． 

 

洪水流の異常

河川管理施設または許可工作物の
異常

高水敷の異常

堤内地の浸水状況

堤内地の土地利用

堤防の異常

水防活動状況

水防活動手法

水防活動進行状況

水防活動報告

巡視活動報告

活動報告の選択

亀裂

決壊

各異常ごと
にさらに細
分類かされ
る

図-6 コメント選択の体系図 

 

情 報 取 得

バッファ表示

三 角 網 作 成

空 白 エ リ ア

検 索 エ リ ア

空白エリア

対 応 行 動

対 応 指 示

対応指示

有

無

 
図-7 情報収集支援システムのワークフロー 

 

空白エリア

情報のあるエリア

情報のあるエリア

空白エリア

情報のあるエリア

情報のあるエリア

図-8 情報の空白エリア検索画面 
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図-9 危険エリアの設定方法 



 

 

 この設定方法は，入手

した情報の中から，異常

なし（被害なし）の情報

点を除き，設定した浸水

深以上の点を同被害レベ

ルと定義し，同レベルの

点ごとに三角網を形成し，

その三角網についてバッ

ファ表示する．この時，

被害レベルに応じてバッ

ファ半径を決める．なお，

現システムでの被害レベ

ルを表す浸水深の決定に

関しては，事前に関係機

関で検討し，情報収集者

に対する教育・訓練が必

要になる．また，同被害

レベルの点に囲まれた地

域内に異なる被害レベル

が存在する可能性がある

ため，被害ありの情報点

では情報の有効半径を狭

めるなどの対応で詳細な

情報収集を行う検討が必

要であり，情報が少ない

状況では，安全を考慮し，

高い被害レベル側で危険

エリアを設定しなければ

ならない． 

 危険エリア設定後，そ

の危険エリア内に保守エ

リアを持つ建設企業や自

主防災組織，もしくは付近の建設現場を検索し，対応行

動を指示・連絡する．その際指示される対応行動につい

ては，エリア内の住民の避難誘導，土嚢積みや道路上の

障害物の撤去・移動，危険エリア内への一般人の流入を

防ぐための道路封鎖（図-10参照）といった被害拡大防

止行動などがある． 

 

（３）電子メールを使用した行動指示・連絡ツール 

 現在，災害時の情報伝達手段には電話・FAXが用いら

れていることが多い．本研究では，指示・連絡の伝達手

段として電子メールを利用することを考え，そのための

ツールを開発した． 

 電子メールを情報伝達の手段に用いることで，複数の

相手への同時送信が可能となる．さらに，電子メールを

使用した情報のやり取りの利点は，画像データを扱える

ことであり，災害情報に画像データが添付されていれば

現場のより詳細な状況を把握することができる．これら

の点から，電子メールは災害時に有効な情報伝達手段と

言える． 

 本ツールでは，表計算ソフトでBSMTP7)を利用してメー

ル送信フォームを作成した．BSMTPとはSMTPのフリーソ

フトであり，BSMTPはVisual Basicで組まれたプログラ

ム上で機能する．そのため，既存のメールソフトを使用

することなく，VBが使用可能な表計算ソフトから送信先

の機種（PC・携帯電話・メーカー）を問わず直接メール

を送信することが可能となる． 

 このツールは図-11に示した送信フォームのように，

メールの送信先と，あらかじめ編集した「情報収集要

請」や「堤防保護・補修要請」などの定型文を選択する

だけで，対応行動指示メールを複数の相手に一括して送

信することができる．このとき，送信先の選択方法は大

きく3つのパターンがあり，任意の宛先へのみ送信，選

択した地区に所属する全ての宛先に送信，メールリスト

のデータがあるテキストファイルを読み込み送信する，

などがある． 
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図-10 道路封鎖指示システムの実行例 

 

図-11 メール送信フォーム例 
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図-12 河川パトロールシステムでの作業イメージ 

図-13 災害情報データ管理画面例 

 

４．河川パトロール業務への応用 

 

 本研究では，前述したシステムの応用として河川パト

ロール業務に着目する． 

 従来の河川パトロール業務の情報収集・送信および報

告書作成作業は，現場で用紙に必要事項を記入し，電

話・FAXにより情報の伝達を行い，デジタルカメラによ

る画像は後々添付するというものである．このような膨

大な量の紙による情報管理には，必要情報の検索や地域

別，時系列ごとの分類に時間がかかることなどデータ管

理に多くの問題が存在する．それに対して，GISを利用

した電子データによる管理を行うことができれば，デー

タの管理作業は容易で，必要データを時系列毎に，また

地図上から直接引き出すことが可能となる．この場合，

画像データも報告書と連動させ共に管理することができ

る． 

 以上の観点から，本研究では災害時即時対応行動支援

システムを改良し，河川パトロール業務を効率化するた

めの支援システムを開発する． 

 本研究では，災害情報収集システムを利用して河川パ

トロール業務における情報管理，報告書作成作業をコン

ピュータ上で行うために，表計算ソフトのマクロ機能を

使用して報告書フォームを作成した．  

 図-12から図-14までがGPSでの情報収集から表計算ソ

フト上での報告書作成までの流れをまとめた簡易図であ

る．図-12に示すように，まずGPS機能の付いた携帯電話

による情報収集を行う．このとき，送信しようとするコ

メントが過去の報告書でよく使われている内容であれば，

現場で直接書き込むのではなく，Java（機種によっては

Brew）アプリケーションを利用し，事前に登録されてい

る項目の中から選択できるようになっている． 

 専用サーバーに送信された情報は，データベース化さ

れ，自動的にtxt形式で出力される．次に，出力された

テキストファイルを図-13のように表計算ソフトで読み

込む．ここで，GISMAP上に受信情報がポイント表示され，

空間検索で情報の来ていないエリア（パトロールエリア

とポイントが重ならないエリア）を検索する．４章で述

べた情報収集支援システムでは，この作業を三角網で形

成された面的なエリアによって行っていたが，本章では，

計算時間やデータ量を減少させるため，図-12下側のよ

うな河川に沿った線的な一定間隔で区切られたエリアを

設定した．そして，情報の来ていないエリアの担当者に

は，図-11に示すようなメール送信フォームを用いてパ

トロール要請のメールを送信する． 

 最後に，図-14の示した画面例のように，表計算ソフ

トの報告書フォームを用いることで，従来の報告書と同

様の内容（堤防の状況，洪水流の状況，河川管理施設及

び許可工作物の状況，高水敷の状況，堤内地の浸水状況

等）に加えて画像データ付きの報告書を自動作成するこ

とを可能にした． 

 



 

 

図-14 報告書作成画面例 

５．おわりに 

 

 本研究では，被害拡大防止のための災害時即時対応行

動支援システムの構築を行った．これにより，情報収集

段階や対応指示段階において二度手間や「もれ」を防ぐ

ことで効率性や悉皆性が向上し，また，情報発信や情報

整理の簡易化と時間短縮も期待される． 

 システムの実用化に向け，今後の課題として，システ

ム中に時間の概念を導入することを考えている．取得し

た情報に有効期間を設け，時間別に情報を分類すること

で，状況の変化に冷静に対応できるようにする．また，

時間の概念を導入することにより，被害予測・被害進行

予測を補助し，被害拡大防止のための迅速な行動をとる

ことが可能となる． 

 本研究ではさらに，災害時即時対応行動支援システム

を，河川パトロール業務に適応できるよう改良し，河川

パトロール業務支援システムを開発した．今後は，実用

化に向け，様々な改良と実証実験を行う予定である． 

 また，このような防災システムでは，担当者の交代や

長期間の不使用などで，万一の事態に不手際が生じる危

険性があるため，地域コミュニティにおける利用など，

日常業務での利用を今後検討していく必要があると考え

ている． 

 本研究のシステムは，複数の団体，機関が情報を共有

することが前提である．したがって，地元建設業協会や

自主防災組織を含む様々

な関係機関が協同した危

機管理体制を確立するこ

とが必要となる．しかし，

そうした体制の構築に関

しても様々な問題が存在

している8)．そのため，そ

うした体制を可能にする

社会システムについても

同時に研究していかなけ

ればならないと考えてい

る． 
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